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ロシアにおける体制転換と資本 ・賃労働関係の形成

小　野　一　郎

　筆者はここ数年来，芦田文夫教授を中心とする人文科学研究所共同研究プロジェクトの一員と

して，体制転換下のロシアにおける社会 ・労働問題の検討を進めてきた。この共同研究の一環と

して，立命館大学およびモスクワのロシア科学アカデミー東洋学研究所において，二度にわたっ

て日露共同シンポジウムが開催されたが，そのうち１９９７年９月モスクワでのシンポジウムで，筆

者は「移行期ロシアにおける社会 ・労働問題　危機の構造と正常化の道一」と題する報告をおこ

なった。その後，これに若干の修正を加えた同題の小論文をユーラシア研究所の『ロシア ・ユー

ラシア経済調査資料』Ｎｏ． ７８５．１９９７年１０月号に，さらに展開を試みた論文「移行期ロシアにお

ける労働者階級の状態」を同誌Ｎｏ．８００．１９９９年１－２月号に発表している。本稿はこれらの延

長線上にあるが，ロシアにおける体制転換のもとでの資本 ・賃労働関係形成の諸相を，転換にと

もなう大不況がもたらした労働 ・生活基盤の崩落，民営化の進展にともなう社会の階層分化およ

び賃労働者階級の形成と資本による労働の統括，の二つの側面において明らかにしたい 。

Ｉ．

体制転換大不況と労働 ・生活基盤の崩落

　市場経済化と民営化を進めて資本主義への移行をめさすロシアの体制転換は，１９９２年１月初頭 ，

エリツイン大統領のもと ，急進改革派＝新自由主義的マネタリスト主導によるｒショック療法」

の発動で本格的に始まったが，事実上全面的な価格の自由化と厳しい緊縮財政を軸とする市場経

済化政策の急展開は，年末までに消費者物価の２６倍もの高騰という超インフレを招くなど，ソ連

末期以来危機的状況にあった経済を一気に全面的危機に陥れた。急進改革路線の限界がたちまち

露呈したわけで，その後，体制転換は一定の政策修正を経て，経済の国家による規制を組入れた

国家主導型の市場経済化 ・資本主義化路線にかなりの比重をかける形で推移してきた。しかし ，

生産の崩落や産業構造の退化など実体経済の崩壊状況，債務 ・賃金の未払い，固定資本投資の激

減と資本の国外逃避，財政危機，対外債務の累積が長期化して，深刻な経済危機が今日なお続い

ている。体制転換にともなう構造的危機としての長期大不況と言うほかはない。この間の危機の

趨勢を示す若干の指標をとるなら，第１表のとうりである 。

　この表に見られるように，国内総生産および鉱工業生産は１９９２～９４年の大崩落のあとも依然と

して減退傾向にあり ，９６年までの６年間にそれぞれ９０年水準の６０％，４８％へと未曾有の落込みを

示した。９６年にはインフレがかなり沈静して平均賃金も小幅の上昇に転じたし，９７年にはこの間

始めて国内総生産と鉱工業生産が僅かながらプラス成長を記録したものの，小康状態は長続きせ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７８）
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　　　第１表　経済危機の趨勢（１９９１～９８年）
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９１年　　　９２年　　　９３年　　　９４年　　　９５年　　　９６年　　　９７年　　　９８年

国内総生産（前年比％）

鉱工業生産（前年比％）

固定資本投資（前年比％）

小売商業売上（前年比％）

消費者物価（前年末比倍数）

平均実質賃金（前年比％）

失業率（ＩＬＯ基準％）

期限超過未払い債務（ＧＤＰ比％）

財政赤字（ＩＭＦ基準ＧＤＰ比％）

国内国債（ＧＤＰ比％）

対外債務（ＧＤＰ比％）
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出所 ：。ＢｏｎｐｏｃｂＩｇＫ０Ｈ０Ｍ〃舳。。 Ｎｏ．３．１９９８，ｃ．１４１－１４７
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　　　　　　　　　　　　第２表雇用と賃金 ・所得の動向（１９９１～９８年）

９１年　　　９２年　　　９３年　　　９４年　　　９５年　　　９６年　　　９７年　　　９８年

労働力人口（万人）

失業者数（年末 ・万人）

失業率（ＩＬＯ基準％）

平均賃金月額（万ルーブリ）

平均実質賃金（前年比％）

平均年金月額（万ルーブリ）

平均実質年金（前年比％）

最低生活費月額（万ルーブリ）

最低生活費以下層（人口比％）

上下１０％層所得格差（倍数）
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　　榊　 《０６叫ｅｃＴＢ０〃ｇＫ０Ｈ０Ｍ〃Ｋａ〉。 Ｎｏ１．１９９９，ｃ２５４

ず， ９８年８月１７日のルーブリの引下げ，民間対外債務のモラトリアム，短期国債の新長期国債へ

の切替えの措置は金融危機の激発を誘い，経済はにわかに危機の様相を再び強めることになる 。

こうして翌９月には，前年同月比で国内総生産一９９％，鉱工業生産 一１４５％，小冗商業売上 一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）３．８％と大きく落込んだほか，消費者物価指数は十５２．２％もの大幅な上昇を示した 。

　８月金融危機から１年余りを経た現在も ，長期大不況という事態は基本的に変っていない 。

１９９９年上半期の国内総生産は前年同期比 一１ ．Ｏ％で，９９年１～８月の鉱工業生産は前年同期比十

５９％，固定資本投資一０７％（見積り），小冗商業売上一１４３％，平均実質賃金一３５９％，失業者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
数十１５ ．２％，消費者物価指数は前年１２月に比し十２９．５％となっている。鉱工業生産のみプラス成

長に転じた形であるが，これとて前年度の大幅な落込みを補うには足らず，９７年の水準には届い

ていない 。

　ロシアの労働者 ・国民は，資本主義をめさす体制転換のもとで上述のような長期大不況の嵐に

さらされてきたが，その労働と生活の実態を基本的に規定する雇用と賃金 ・所得の動向を示す指

標をとってみると ，第２表のとうりである 。

　上掲の表が示すように，この問ロシアでは，失業者の激増，広範な国民の賃金 ・所得水準の急

落， 年金生活者の困窮，貧困層の急増，貧富の差の甚だしい拡大なと ，労働 ・生活基盤の崩落が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７９）



　３２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（秦４８巻 ・第３号）

容赦なく進んでいる。ちなみに，１９９６年には賃金は若干の上昇傾向を見せたものの，同年の水準

はｒショック療法」前の９１年に比し４８％という低水準にあること ，賃金の上昇は９７年も続いたが
，

９８年８月の金融危機にともなう賃金の大幅な低下が前２年問の上昇を帳消しにし，賃金はこの問

過去最低の９５年水準に逆戻りしたこと ，が表からもわかる。体制転換にともなう経済危機は国民

生活を直撃し，労働と生活の危機，つまりは社会危機を招くことになったのである 。

　ロシアの体制転換が急展開を始めて８年近くになるが，上述のように，深刻な経済危機が余り

にも長引いたあげく９８年８月金融危機の勃発で再燃の様相さえ見せ，収束の目途はなお立ってい

ない。エリツィン政権の体制転換 ・経済改革路線が構造的危機をもたらし，この路線が破産をき

たしているのである。８月危機のすぐあとロシアの国際社会調査センターが実施した，十分に信

頼性を持つと思われるアンケート調査によると ，エリッィン大統領を信頼できないと答えた者は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
９１％にのぼり ，大統領職を続けるべきとした者は僅か２％にすぎなかった。８月金融危機はエリ

ツィン政権の政策展開が失敗に帰したこと ，体制転換の一つの時代が終ったことを意味したし ，

これに代りうる時代の始まりを画すような路線転換が求められていることを示したと言えよう 。

　以上のようなロシアにおける体制転換 ・経済改革の今日までの展開の帰結について，若干のこ

とを総括的に指摘しておきたい。第１に，体制転換の一つの軸をなす市場経済化の推進について

は， ＩＭＦの処方菱にもとづいてマクロの安定性の確保を至上命題とし，これを自己目的化して

きた新自由主義的改革路線は完全に破綻した。この路線はロシア社会の現実や経済の具体的実態

にそぐわなかったし，活力ある市場経済を生みだすかわりに，実体経済をほぼ全面的な崩落に陥

れるという結果を招いたのであった。第２に，体制転換のいま一つの軸をなす民営化については ，

その急激な実施と国民般の所有権を事実上ないがしろにしたやり方が，必要な法的 ・社会的イ

ンフラの未整備につながっただけでなく ，「疑似資本主義」，「ノメンクラッーラ資本主義」，「犯

罪的資本主義」などと呼はれる特異で不正常な資本主義の形成をもたらした。同時に，それは社

会の際立った階層分化を促した。第３に，このような市場経済化と資本主義化の急展開は労働権

や生活権の無視をともなうことになり ，国民の労働 ・生活基盤の全面的な崩落を招いた。今日の

ロシアにおける労働と生活の危機は，単に経済危機のもとでのパイの減少によるものではなく ，

体制転換のもとでの根深い社会的矛盾と対抗関係の形成の現れでもあると言わねばならない 。

１． 就業 ・雇用動向と産業予備軍の形成

　１　就業 ・雇用動向と労働力市場の成↓

　前章で明らかにしたように，ロシアにおける体制転換の現在までの展開は社会の構造的危機を

招くことになった。以下では，まず本章と次章で，この危機の重要な側面をなす労働 ・生活基盤

の崩落の実態を蔚業 ・雇用動向と賃金 ・所得動向の両面で分析するが，そのなかで資本 ・賃労働

関係形成の標識を確認していくことにしたい 。

　近年のロシアにおける就業 ・雇用動向について，ロシア科学アカデミー経済研究所長Ｌ．アバ

ルキンを筆頭とする同研究所のグループがまとめた報告は，９０年代なかはに顕著になった傾向と
　　　　　　　　　　　　　４）
して以下の項目をあげている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８０）



　　　　　　　　　　 ロシアにおける体制転換と資本 ・賃労働関係の形成（小野）　　　　　　　　　　３３

（１）就業者数の絶対的減少

（２）国家セクター・ 非国家セクター間の就業者の活発な再配分，前者の減少と後者の増加，私

　　的セクター就業者の加速的増加，小企業経営の発展，自営業者のかなりの増大，部分的 ・副

　　次的就業の新しい弾力的な諸形態の発展

（３）産業部門別就業構造の再編　鉱工業 ・建設業およぴ学術研究部門の就業者数の絶対的 ・相

　　対的減少，商業 ・飲食業 ・物質的技術的サービス業 ・販売調達業 ・住宅関連公営事業 ・保

　　健 ・社会保障 ・金融信用業 ・保険業等の就業者の比重の増大

（４）鉱工業における就業構造の大きな変化（電カ　カス　石油採掘部門従業者の増大と加工部門

　　とりわけ軽工業と機械製作業従業者の減少）

（５）生活水準低下にともなう児童労働市場および高齢者（年金受給者）向けの仕事の出現，個

　　人的サービス分野の就業の拡大（護衛 ・乗用車運転 ・運送 ・家事労働等）

（６）労働力需要の縮小にともなう失業の合法化と急速な拡大，隠れた労働力予備の「抑圧され

　　た」（潜在的）失業への転化，就業可能性に関する地方間の分極化の深まり

（７）労働力の流動性と解雇の増加，就労のための移住の増大 ・その方向と形態の変化

　（８）インフォーマル ・セクターの活発な発展と闇経済への就業の増大

　これらの傾向が雄弁に物語っているように，ロシアにおける就業動向の変化はきわめて大きく ，

かつ劇的である。それが単に長期大不況の結果であるだけでなく ，体制転換そのものに規定され

ているからである。就業者数の記録的な減少がこのことを集中的に示している 。それは１９９２年に

は７ ，２０７万人を数えたが，その後毎年減少して９８年には６ ，３６４万人になった。「シ ョック療法」発

動以来の６年間に実に８４０万人もの減少を記録したわけである 。労働力人口は９２年の７ ，６０１万人か

ら９８年の７ ，２５７万人へと３５０万人近く減少しているが，就業者数の減少はこれをはるかに上回 った

ことになる。こうして，労働力人口にたいする就業者数の比重は，この間に９４ ．８％から８７ ．７％へ

　　　　　　　　５）
と大幅に低落した。就業者数は絶対的にも相対的にも急減したのであ って，アバルキンらの報告

も指摘するところだが，労働力人口の増加を上回る就業者数の伸びというソ連時代の傾向とは対

照的である 。

　就業動向における重要な変化として，次に就業主体の大きな変貌がある。この点では，何より

も資本主義化の進展がもたらした雇用労働者と雇用によらない就業者との区別があげられるが ，

１９９６年末の全就業者６ ，５９０万人のうち雇用労働者は５ ，７３０万人で８６ ．９％をしめ，雇用によらない就

業者は８６０万人，１３ ．１％であ った。後者の内訳は雇用者（雇い主）３０万人，３ ．０％，自営業者１３０万

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
人， １５４％，協同組合 ・集団企業等の構成員６９０万人，８０５％，などとなっている 。

　就業構造の変貌もはなはだ大きい。資本王義化の進展にともなう所有セクター別，およぴ資本

王義化と杜会的生産の崩落がもたらした部門別の就業構造における変化を見てみると ，前者につ

いては，市場経済化と民営化の急展開につれて，国有 ・地方自治体有の比重は１９９２年の６８．９％か

ら９４年の４４ ．７％，さらに９８年には３８．３％へと大きく低落したが，これにたいして，私有は９２年の

１８．３％から９４年の３３ ．Ｏ％，９８年の４１．８％へと飛躍的な伸びを示し，国有等を上回るに至った。合

弁企業 ・外国企業有は９２年の１１７％から９５年には２２２％へと急増したが，その後は資本引上げな

との結果減少に転じ９８年には１８１％となっている。部門別の就業構造については，鉱工業と学術

研究部門の比重がそれぞれ９２年の２９ ．６％，３ ．２％から９８年には２２ ．２％，２ ．２％へと ，３割前後もの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８１）
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下落を見せており ，産業構造の顕著な退化を示している。これにたいして，急上昇しているのは

商業 ・飲食業および信用 ・金融 ・保険業で，比重はそれぞれ９２年の７ ．９％，０．７％から９８年の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
１４０％，９５－９８年の１２％へと，７割もの拡大ぶりである。なお農林業，建設業は若干の減少傾向

を示している。運輸 ・通信業はほぼ横ばい状態にある 。

　所有セクター別の就業構造の変動は就業の流動性の増大をともなっており ，１９９５年には国有セ

クター就業者の７５．９％が国有での就業を続けたのにたいして，私営企業の就業者のうち１年後に

私営での就業を続けていたのは４８．２％にすぎなかった。また私有セクターのなかでも ，自己労働

にもとずく自営業のばあい流動性ははるかに高く ，自営の仕事を保持していた者は僅かに３分の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
１で，職を失った者が３分の１に達した。私有セクターにおける就業の流動性のこのような高さ

は経営の安定性の低さを物語っているが，他方では，労働者の権利擁護をきびしく規定するソ連

時代の労働法規がほぼそのまま持ちこされていて，それが市場経済化 ・資本主義化をつうじて新

しく形成されてきた社会 ・経済ウクラードに十分に照応しない，という状況があり ，このためイ

ンフォーマルな雇用関係，ｒ慣習法」，あるいは口頭での労使問の合意が幅をきかせていることと

関係があるように思われる。ともあれ，故Ｉ．ザスラフスキイが指摘するように，ソ連時代の完

全就業から「市場経済の基準に適合的な経済的能動性システムヘの移行が起った」ことは確かで
　９）
ある 。

　以上で明らかなように，体制転換のもとでの就業 ・雇用動向を規定する基本的要因は，¢市場

経済化と民営化による資本主義化の進展に適合的な労働力市場の成立，　社会的生産，とりわけ

実体経済の崩落，すなわち何よりも生産規模の急激な絶対的縮小，および鉱工業における加工工

業部門の比重の急減と原料採取部門のそれの急増に見られるような産業構造の退化，にあると言

えよう 。

　２　大ｉ失業の常態化と産業予備軍の形成

　体制転換のもとでの就業 ・雇用動向の最大の特徴は失業者の大幅な増大に見いだすことができ

る。 それはこの間の実体経済の崩落状況の深刻化によるものであるとともに，体制転換にともな

って，一定の失業者の存在を常態として則提する労働力市場が形成を見たことにも規定されてい

る。 則掲第２表が示しているように，失業者数は体制転換が本格的に開始された１９９２年以来毎年

増え続け９８年には９００万人近くに達したし，ＩＬＯ基準の失業率は９２年の４．７％から急上昇して９７

年に二桁に乗り ，９８年には１２３％の局率を記録した。こうした失業の広がりは失業水準の地方間

格差の拡大をともなっ ており ，公式登録失業者の比率は，９２年には連邦構成主体８９地方のすべて

で１％未満であったのが，９６年末にはモスクワのＯ．８％とイワノヴォ州の１１ ．１％を両極とするほ

どにまで格差が広がった。９７年１１月初めでは，１％未満は２地方，１－２％は２３地方，２－３％は

２０地方，３－５％は２５地方，５－７％は１５地方，７％以上は３地方で，５％を上回る１８地方の事態
　　　　　　　　　１０）
はとりわけ重大である 。

　失業の広がりはまた失業期問の長期化と長期失業者の増大を招いている。公式登録失業者だけ

をとっ てみても ，１年以上の失業者の比率は１９９４年の９％から９６年の１５７％，さらに９７年９月の

２１．４％へと上昇したが，長期失業はとりわけ中等あるいは中等専門教育を受けた中年の既婚女性
　　１１）
に多い。長期失業者数については；９７年初めに１年以上求職中だった者は男子登録失業者の３０％ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８２）
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　　　　　　　　　　　　　　　　ユ２）
女子の３７％に達したという指摘もある。このような大量の長期失業をともなう大規模な失業現象

の常態化は，体制転換の進展をつうじて産業予備軍の形成が完了したことを意味すると言えよう 。

　失業者の急増は大量のいわゆる隠れ失業をともなっている。企業の操業短縮または短期あるい

は長期の全面操業停止による不完全ないし部分的就業であ って，不完全労働日（労働週）制の形

をとるものと無給の強制休瞳の形をとるものとがある 。１９９２年以降６年問の不完全就業者数およ

びその労働力人口にたいする比率を見てみると ，９２年１７０万人＝２ ．２％，９３年４００万人 ：５ ．３％，９４

年４８０万人 ＝６ ．４％，９４年第１四半期４４０万人＝５ ．９％，９５年第１四半期４７０万人＝６ ．３％，９６年第１

四半期５３０万人 ＝７ ．３％と ，はなはだ多数かつ高率で全体として増加傾向にあり ，９６年の５３０万人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
という数字は企業従業員数の１１％にのぼった。無給労働を余儀なくされている者を算入するなら

隠れ失業は少なくとも９６０万人を数えるし，また高教育水準 ・高資格の働き手にもっとも多いと
　　　　　　１４）
いう指摘もある。隠れ失業ないし不完全就業は就業と失業との中間的な状態をなしているが，期

間が長期化するほと失業としての実質が強まるのであるから，基本的に失業の転化形態とみなす

べきであろう 。

　他方，不完全就業の広がりは，ロシアにおける長期大不況が必ずしも全面的な大量解雇にただ

ちにはつながらず，失業問題の深刻化とは裏腹に，多くの企業が過剰雇用を抱えこんでいること

を示すものでもある。こうした企業は，一連の評価によると鉱工業企業の３分の２にのぼるとみ

なされていて，すべての所有セクター・ 部門 ・規模の企業に及んでおり ，科学アカデミー経済研

究所の労働市場研究センターの調査によれば，平均過剰雇用率は１９９６年には従業員数の４３％に達

した。こうした過剰雇用の維持は市場経済化への適応期にある企業の行動様式の一つと言えよう

が， これを促す要因について，Ａモスコフスカヤは同センターの調査にもとづき一連の事情を
　　　　１５）
あげている 。

　これらを列挙すると ，¢自企業の基幹労働集団，とりわけ熟練労働要員を保持しておこうとす

る経営陣の強い志向，　近い将来における自部門の経済状況の改善と生産増大への期待，　人員

削減にともなう企業内部の人員構成の不整合の発生や，特定職場の人員削減が企業の生産活動全

体に及ぼす悪影響など，構造的ないし技術的な問題，＠市場景気の変動にともなう製品需要の不

安定性や不時の需要増への対応の必要，　大量解雇が地域に与える悪影響にたいする配慮，＠退

職手当支給のための資金不足，などとなる。¢の労働集団保持志向は，企業の労働集団を企業問

分業体制における自企業の陣地とみなすソ連時代以来の考え方に支えられており ，集団の保持を

長期大不況のもとで企業生き残りを保証する重要な要件とみなすところから来ている。生産増大

のばあいに備えての保証とみなされているわけで，　の経済状況改善への期待によって補強され

るという関係にある。企業の過剰雇用はソ連時代には完全就業といわば対をなす形で存在したが ，

それが体制転換にともなう長期大不況のもと ，失業との共存という逆の形で持ちこされてきてい

るのである 。

　就業 ・雇用動向のいま一つの顕著な特徴として，副業，すなわち本来の仕事のほかに副次的な

仕事につく補足的就業の拡大があげられる 。副業の広がりについては成人人口の３５～４０％にも達

するという連邦税務局筋の評価があるほか，１３～１８％という全ロシア世論調査センターの１９９３年

秋から９７年春にかけての調査結果，さらにこれに修正を加えた５ ．１～８．８％あるいは１５～１８％とい

う推定などがある。また，大都市がロシア全体の平均をはるかに上回っていて，モスクワでは副

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８３）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
業従事者は成人人口の少なくとも３分の１をしめ，あるいは半分にもなるかも知れないとされる 。

９８年８月金融危機のあと実施された前出の国際社会調査センターの調査で，補足的な稼ぎがある

と答えた者は回答者の６１％にのぼった。また，ある調査によれば，副業に頼る者の比重は強制休

暇中の労働者のばあい３２９％，その他の労働者２８３％で，両者間にそれほど大きな差は見られな

いが，強制休暇期問が長くなるほど副業従事者は多く ，９６年には強制休暇１～２０日間の者の２４％ ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
２１～４０日間で３０％，４１～６０日間で３１％，さらに６１日をこえると４８％，が副業に従事した 。

　以上の評価や調査結果などに見られるかなり大きなくい違いは，副業あるいは補足的な稼ぎの

内容規定の違いや，個人的サービスあるいは闇経済への就業などの実態の捕捉の難しさによるも

のと考えられるが，大部分の数字は副業の大きな広がりを示す点で変りはない。ソ連時代には ，

多分に余暇の享受という性格を持っていた都市近郊ダーチャ ・莱園での野菜や果樹の栽培を除け

ば， 副業は闇経済以外ではむしろ例外的であ った。それが長期大不況のもとで生活防衛策として

未曾有の広がりを見せているのである。失業の常態化：産業予備軍の形成は体制転換のもとでの

労働 ・生活基盤の崩落の重しをなしているが，副業の広がりはその死重を支えるものと言えよう 。

皿． 賃金 ・所得動向と貧困化

　１　賃金 ・所得水準の低落と絶対的貧困化

　上述のような副業の広がりという新しい社会現象が端的に示しているように，体制転換のもと

での賃金 ・所得水準の急激な低下による生活の窮迫はきわめて深刻なものがある 。１９９６年には平

均賃金が９１年水準の４８％にまで落ちこんだことは先に見た。９６～９７年には則掲の第２表が示して

いるように運続して若干上昇したが，それでも９７年６月の平均賃金は９５万８０００ルーフリで，１人

当たり最低生活費を２倍少々上回るものの最低家計支出１０３万ルーフリを下回ることが，賃金水
　　　　　　　　　　　　　　１８）
準の絶対的な低さを物語っている。しかも ，９８年には８月金融危機の勃発で賃金は大幅な低下を

記録し，９２年以来最低の９５年水準に逆戻りしたことについては，これも先に見たところである 。

　また第２表が示すとおり ，最低生活費以下層がきわめて大で，１９９２年と９３年にそれぞれ人口の

３３ ．５％，３１．５％まで急増したあと ，９４年～９８年の問は２０～２５％程度で推移している 。９４年を境と

する比重の大きな低下は，主として連邦統計局が家計所得に一定の追加見積りを算入するように

なったためと考えられ，大多数の研究者は９４年以降の比重の低下に疑問を呈している。この追加

見積りを除外すると９６年１～９月で３４ ．５％となり ，いくつかのグループが独自の方法で提示して

いる数字もこれに近い。たとえば科学アカデミーの社会 ・経済的生活問題研究所の評価によれぱ
　　　　　　　　　　１９）
９６年１０月で３８．６％である。９８年の８月金融危機はこの点でも事態を悪化させており ，連邦統計局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
の数字も９９年上半期には最低生活費以下層が人口の３５．３％に達したとしている。労働者 ・国民の

絶対的貧困化の集中的表現をそこに見いだすことができる 。

　こうした低賃金 ・低所得水準を象徴的に示しているのが最低賃金額である 。１９９７年６月の最低

　　　　　　　　　　　　２１）
賃金額は８万３４９０ルーフリで，削掲第２表に見られる同年の最低生活費月額４１万１２００万ルーフリ

の５分の１程度にしかならない。また，最低賃金額の平均賃金にたいする比率は９４～９５年には月

により６～１１％，９７年８月には９％ほどで，ソ連時代末期８９年および９０年のそれぞれ２７と２４％を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８４）
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　　　　　　　　　　　　　２２）
３倍あるいは３倍近くも下回る。賃金とは名ぱかりで，それが本来持つはずの労働力再生産機能

とは全く鉦縁な低水準と言うほかない。最低賃金受給者は比較的少なく９７年末で全体の１１％に
　　　　２３）
すきないが，平均賃金をとってみても ，上述のように被扶養者１人を養うのに精杯で，平均的

な人数の家庭の最低家計支出を賄いえない水準にある。賃金が持つべき労働力再生産機能は甚だ

しく損なわれていると言わねばならない。副業が大きく広がった所以である 。

　最低賃金額は企業における最低賃率の下限を規定しており ，前者が極度に低く設定されている

ことは後者の不正常な低水準につながる。その結果，企業における平均賃率は最低生活費を下回

っており ，また多くの企業では賃率および俸給定額の賃金 ・給料支払い額にしめる比重は３分の

１ほどか，時にこれを下回る低さである。賃金の低さは賃金の持つ労働刺激機能を損なうが，賃

率あるいは俸給定額は定常な労働にたいする支払い保証額にほかならないから，その比重の極端

な低さは賃金のこの機能の不全を倍加することにならざるをえない。ちなみに，諸外国やソ連の

経験を考慮に入れる時，賃率 ・俸給定額の比重は夜勤などにたいする補償を加えて７０～７５％以上
　　　　　　　　　　　　　２４）
とするのが好ましい，とされる 。

　賃金 ・所得水準の以上のような大幅な低下にともない，家計の消費構造が大きく劣化してきて

いる。食費の比重が著しく増大しているだけでなく ，多くの食品の消費量が滅少しており ，１日

１人当たりカロリー摂取量は１９９１年の２５２７キロカロリーから９６年には２２００キロカロリーまで低下

したし，それぞれにしめる畜産食品の比重も３５％から２９９％に下落した。また，所得最下位１０％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
層の家計支出にしめる食料購入費は９６年には５５％に達している 。

　こうした状況とも関わって，ロシア特有の都市近郊ダーチャ ・莱園が家計補足手段として重要

な役割をはたしている 。Ｒ．メドヴェーヂェフによれば，この種の分与地は１９９５年末で３０００万の

多きを数え，都市住民の大半が利用していると見られるが，そこでの馬鈴薯その他の野菜や果物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
などの産物は都市家庭の収入の平均２０％に当たるという 。家計の逼迫を補う手段として部分的な

自給自足化が進んだのである。前記の社会 ・経済的人口問題研究所のＬ．オフチャーロワらによ

れば，農村および都市近郊のこうした個人副業農園全体をとっ てみると ，その産物は価値表示で

家計の食料消費の４３％をしめるが，当然ながら，この比重は農村で高くて７４ ．８％，都市では

２３４％となっ ており ，これを考慮に入れるなら，９６年には最低生活費以下の家庭の比重は都市と

農村で目立った差はなく全体の２６～２８％程度で，最低必要食料を入手しうる水準に達しない家計 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
すなわち極貧家庭は全体の１０％にのぼった 。

　他方では，家計の部分的な自然経済化現象とならんで，賃金の現物支給という形の現物経済化

が広がっている。マクロの安定化をめざす極端な発券抑制政策が企業 ・機関の流動資金不足を招

いたことからくる，窮余の策にほかならないが，１９９５年には約３０％の企業が自企業生産物，２５％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
が食料晶，１６．３％が消費財で賃金を支払っている 。また９６年と９７年には，それぞれ企業の３１％と

２３％が現物支給を実施したが，賃金にしめる非現金支給の比率はこの間に１９％から２１％へと上昇
　２９）

した。体制転換のもとでの経済危機がもたらした現物支給の広がりは，市場における可処分所得

としての賃金の量を減少させることによって，その労働刺激機能の不全につながるものと言えよ

う。

　以上のとうり ，賃金は労働力の再生産と労働にたいする刺激の両面で一定の機能不全状態にお

かれているが，それでも労働者にとって生活維持のための基本的な手段であることに変りはない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８５）
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ところが近年，企業の流動資金の不足あるいは国の財政予算支払いの遅滞による賃金の未払いが

全国に広がっている。科学アカテミー雇用問題研究所などの共同調査によると ，賃金の遅配があ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
った企業は１９９４年に４８６％，９５年には６４１％に達した。９６年以降も状況は深刻で，遅配企業は９８

年４月初めで５０％をこえていて，平均遅配期間は８週問から１１週間に延びており ，連邦統計局の

発表によれば，経済諸部門の賃金未払い総額は９８年には１月１日の４９１億ルーブリから４月１日
　　　　　　　　　　　　　３１）
の６０８億ルーブリヘと増大した。労働者 ・国民の生存権そのものを脅かす異常な事態と言うほか

はない 。

　２　賃金 ・所得格差の拡大と相対的貧困化

　上述のような低賃金構造は賃金 ・所得格差の著しい拡大をともなっている。国民の所得最上位

１０％層と最下位１０％層の格差は，１９９１年には４ ．５倍であ ったのが９２年に８ ．Ｏ倍，９４年には１５ ．１倍と

　気に拡大し，その後も９８年まで１３倍台を維持したことは，則掲の第２表が示すとおりで，さら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
に同年の８月金融危機のあと再び大きく広がって，９９年４月には１５倍に達した。１３倍という数字

は， ９８年７月現在で所得最上位１０％層が全貨幣所得の３３％をしめるのにたいして，最下位１０％層

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
の比重は２．５％にしかならないことを意味する 。

　ところで，同年の国民の貨幣所得のうち，賃金は３８．６％をしめるにすぎず，そのほか社会保障
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
給付など社会移転１５１％，不動産 ・配当所得等５６％，経営 ・営業所得等４０７％となっている 。

体制転換にともなって，所有および経営 ・営業活動にもとづく所得が賃金所得を大きく上回るに

至っているわけである。所得形態のこうした新しい分化をともなう賃金 ・所得格差は国民の貯蓄

の極端な偏在をもたらしており ，国民の貯蓄水準はかなり高いものの，社会 ・経済的生活問題研

究所の１９９７年の調査によれば，国民の７１％，すなわち貧困層および低所得層の貯蓄は全体の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）３．３％にすぎないのにたいして，国民の５％が全貯蓄の７２．５％を保有していた。一方の極でのご

く少数の所得最上層における急激な富の蓄積と，他方の極での国民の過半数にもおよぶ下層にお

ける貧困の蓄積があらわである 。

　賃金については経済部門間格差も大きく ，１９９７年の経済全体の平均賃金月額を１００とすると ，

鉱工業は１１１であ ったが，最低の農業は４６で，このほか低い方では文化 ・芸術６２，教育６５，保

健・ 体育 ・社会保障７０，商業 ・飲食業７９，学術研究 ・研究補助９４，また最高の金融 ・保険業１７７

のほか，高い方で地質調査 ・地下資源探索 ・測地 ・気象観測等１６２，通信１４３，運輸１４１，管理機
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）
関１３１，などとなっ ており ，部門問の上下の開きは３８倍を上回る。また鉱工業部門内の格差も顕

著で，９７年には最高のカス産業と最低の縫製業との開きは８５倍にのぼった。平均賃金月額につ

いて見ると ，最上位１０％層と最下位１０％層の格差は９７年には経済全体で２３．５倍にのぼり ，建設業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
２６倍，鉱工業２１４倍，農業２０倍，運輸業１２５倍であ った。さらに，企業内で職業や職種あるいは

地位などの別による所得分化が進んでいて，一般労働者と上級幹部職とでは所得格差は往々にし
　　　　　　　３８）
て２０倍を下らない 。

　このほか，所得の地域間格差がきわめて大で，国民の貨幣所得で最上位と最下位各５分の１の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
連邦構成主体間の格差は，１９９５年から９７年にかけて２ ．８７から３ ．０８倍であ った。このような所得格

差は生活水準の地域間格差の広がりをともなっ ており ，全ロシア生活水準センターが９８年におこ

なったモニター調査によれば，８９の連邦構成主体のうち，国民１人当たり所得が全連邦平均を上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８６）
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回ったのは２３地方にすぎず，１人当たり貨幣所得の購買力については，全ロシア平均以上は１０地

方のみで，１８地方で最低生活費を下回ったし，６５地方では上回ったものの最低消費充足予算の水
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４０）

準以下で，局度消費充足予算の水準に達したのは５地方だけであった。消費欲求を十分に充足で

きるのはモスクワなどごく一部の地方に限られていて，５分の１の地方でほとんどの住民が貧困

にあえいでおり ，４分の３近くの地方では消費欲求をなんとか満たしていくのに事欠く住民が多

数をしめるわけである。貧困化がロシアの大半の地方で急速に進んだ結果である 。

　上述のような賃金 ・所得格差は市場経済化 ・資本主義化の進展の産物にほかならない。しかし ，

それは正常に作用する市場本来の原理で説明可能な範囲をはるかに越えており ，合理的な基盤に

もとづくものとは言えない。こうした不正常な格差を内蔵する賃金システムは，賃金がそなえて

いるはずの労働刺激機能を十全に発揮しえない。賃金本来の労働力再生産機能を大きく欠いた低

賃金構造をともなっているだけに，余計にそうである。また賃金 ・所得格差がもたらした生活水

準のきわめて大きな格差と杜会的分化は，大多数の国民の側での不満の欝積と社会矛盾の醸成に

つながらざるをえない 。

　以上の検討から，ロシアにおける体制転換のもとでの賃金の絶対的低下，つまりは労働者の絶

対的貧困化の急激な進行にともなって，賃金 ・所得格差が途方もなく広がったことが明らかにな

った。この格差の拡大に関連して，削掲の第１表からわかることだが，国内総生産と賃金の水準

は１９９６年にはそれぞれ９１年の６２％と４８％で，賃金の低下率が国内総生産のそれをはるかに上回っ

ている。新しく創出された価値のうちの労働への分配分が大幅に減少したわけで，連邦統計局の

資料によれば，国内総生産にしめる労働支払いの比重は９３年の３９％から９５～９６年の約３０％へと低
　　４１）

下した。資本主義をめざす体制転換のもとで労働者の相対的貧困化が急速に進んだのである 。

　前述の失業および隠れ失業の広がりは労働権の重大な侵害を意味する。また上述の貧困化の進

展は生活と生存の権利が脅威にさらされていることを示している。体制転換とこれにともなう長

期大不況が労働者 ・国民を直撃しているわけであるが，それは生活の全面におよんでいる 。ここ

では検討できないが，年金制度を始め社会保障の後退，職業病 ・悪性腫瘍 ・結核 ・性感染症など

の疾病の増加，教育 ・文化施設の衰微，麻薬常習者の急増，凶悪犯罪の増加等々が，労働と生活

と人間の存在の全側面で貧困化が進んでいることを物語っている 。

　このことを象徴する総合的指標として，ロシアの人口の自然成長率が１９９２年を境にマイナスに

転じ，９４年に人口１０００人にたいし一６．１人という最低値を記録して以後ゆっくりと回復傾向を見

せているものの，９８年にはなお一４．８人と依然として大きなマイナス成長を示したこと ，また平

均寿命も９２年を境に大幅な低下に転じ，９４年に６３９８歳という最低値に達したあと上昇傾向にあ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）
るとはいえ９８年には６７．２歳にすぎず，４０年前の５０年代末の水準６７．９１歳を回復できていないこと ，

をあげておきたい。これほどまでの労働 ・生活基盤の崩落は体制転換の単なるコストなどではな

く， 急進的な市場経済化 ・資本王義化路線の強行的推進の社会 ・経済的帰結にほかならないし ，

ロシアにおける資本の本源的蓄積ないし初期的形成の急展開というメダルの裏面をなすものと言

わねばならない 。

（２８７）
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１Ｖ．民営化と賃労働者階級の形成

　１　民営化の急展開と社会の階眉分化

　ロシアにおける体制転換は市場経済化と民営化 ・私有化を軸に進展してきたが，資本の本源的

蓄積ないし初期的形成を決定づけたのは民営化 ・私有化の急激な進展である。その本格的な展開

は， １９９２年１０月～９４年６月のバウチャー（私有化小切手）段階とその後の貨幣段階に大きく区分

できる。全国民に額面１万ルーフリのハウチャーを配布するという方式は１年半ばかりの短期問

に大量の民営化を促し，所有形態の点では私的セクターが９５年８月に国家セクターを上回るよう
　　　　　　　　　　４３）
になった（５０５％対４９５％）。 もっとも ，ハウチャー段階では労働集団による自企業株式の取得に

特典を認める方式を採択した所から，多くの企業で労働集団が株式保有の過半数をしめるインサ

イダー・ モデルが出現することになった。Ｍ．アファナシェフらの調査によれば，バウチャー民

営化期１９９２～９３年の株式保有率は，労働者４８％，企業経営幹部１９％，国家２０％，その他１３％（投

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４）
資フォンド３％，その他の外部組織７％，外部の個人３％）で，インサイダーが６７％にも達した。形式

的には労働集団所有の性格を帯びた所有形態をとる企業が多数登場したわけで，生産手段の資本

主義的所有はさしあたり労働集団所有の要素をくっつけた形で誕生したのであった 。

　他方，ハウチャー方式による大量民営化に続いて，民営化企業の分散保有株式の集中化，国有

資産の競冗，賃貸企業の買受けなとをつうじて所有の再分配が大きく進んだし，この間１９９５年に

は， それぞれに有力銀行を擁する一連の「金融 ・産業グループ」が創設されるなど，大資本の形

成も急速な進展をみた。また，９７年初頭には民営化企業は総数１２万６７９３となって民営化開始時の

国有企業数の５５％にのぼり ，株式会社数は３万に達して，私的セクターは国民総生産の約７０％を
　　　　　　４５）
しめるに至った 。

　このような株式会社の形成を主軸とする民営化の広がりと資本集中の進展は，ソ連型国有から

資本主義的私有への移行という生産手段所有制度の転換が形式的には一応完了して，資本主義が

支配的経済制度となったことを意味する。しかしながら，この問の民営化過程は，Ｎ．シュメリ

ョフその他の表現を借りるなら「ノメンクラッーラ民営化」にほかならず，ソ連時代に国有生産

手段の事実上の管理者＝経済 ・社会の支配的階層をなしたノメンクラッーラ間で，国有資産の主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６）
要な部分の「乱暴で本質的に犯罪的な分配」がおこなわれたのであっ た。 民営化過程のこの側面

に立入ることはここではできないが，Ａ．ラディーギンが指摘するように，大量民営化に続いた

所有の再分配過程の最初の数年問（１９９３～９６年）も ，企業支配をめさす闘争のなかで会社関連法

規の「もっとも粗野な侵犯」が広くまかり通った。株式資本の再分配の「粗野な」方法から適法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７）
的な手続に則った方法への移行が進むのは９６年以降のことになる 。

　他方，大量民営化が広範な小株主階層の出現につながることはなかった。バウチャーを投資フ

ォンドに預けた人々の多くがフォンドの破産にともない株式取得権を失っただけでなく ，ハウチ

ャーと引換えに自企業の株式を取得した従業員の３分の２以上が企業の倒産によりこれを失った
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８）
し， また多くの企業では安い売値で保有株式を手放す労働者が少なくなかったからである。こう

して，当初から予想されたことではあるが，事態は「人民資本主義」の方向には進まなかった 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８８）
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実際に進行したのは，古典的な本源的蓄積期におけるｒ土地囲い込み」にも似た，ノメンクラツ

ーラによるｒ国有資産の囲い込み」であ って，労働者 ・国民の大半は先ずは国有生産手段から完

全に切り離され，次いで民営化された生産手段の所有から締め出されて，無産のプロレタリアー

トに転化したのである 。

　資本主義的私的所有への以上のような転換にともない，ロシア社会の新しい階層分化が大きく

進んだ。Ｔ．ザスラフスカヤによれば，社会の最上層をなすのは大資本寡頭支配層であって，基

本的には旧ノメンクラツーラの最も有能な部分あるいは最も成功を収めた部分を基盤に形成され

た階層で，その支配下にある七つの巨大金融 ・産業独占体がロシアの資本の半分を所有し，大企

業５０杜が国富の大半を手中にしているという 。最上層に続くのは支配的官僚層で，その下に中流

層があり ，さらに社会のほぼ３分の２をしめる勤労者大衆からなる基底層，そして最下層には貧

困層があるが，このヒェラルキーの外郭下層にはｒどん底」層が横たわっていて，これら６階層
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４９）
はそれぞれ社会の１％，４～５％，１４～１７％，６０～６５％，９～１２％，７～９％をしめるとされる 。

　以上のうち，上層の２階層が経済的および政治的エリートを構成するものと考えられるが，こ

れらエリート層の出自について，Ｏ．クルイシュタノフスカヤは科学アカデミー社会学研究所エ

リート研究部の調査にもとづいて，旧ノメンクラツーラが大統領周辺エリートの７５ ．Ｏ％，政府エ

リートの７４ ．３％，地方エリートの８２ ．３％，経営エリートの６１ ．Ｏ％をしめることを明らかにしてい
５０）

る。 中流層は本来，中層官僚，中位の経営者 ・経済従事者層，知識人 ・技術者 ・自由業，なと多

様な社会集団を含むと考えられる。しかし，当初期待されたような資本主義経済の担い手となる

べき中小企業経営者層は，広範な安定した階層としては形成を見ていないし，知識人等の経済的

地位の低下は深刻なものがある。現在のロシアで中流層と言われているのは古典的な意味での中

産階級ではなく ，多分に条件的かつ不安定な薄層であって，しっ かりした資産を所有せず，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１）
地位の弱さの故に経済の動向に影響を与えることができないような存在にすぎない 。

　このような中流層の未成熟性と不安定性を内包する社会階層のヒエラルキーに，前章で見た所

得の上下格差の途方もない拡大を重ね合わせてみると ，貯蓄の７２．５％を保有する上位５％はヒェ

ラルキーの上位２階層に符合し，貯蓄の３．３％をしめるにすぎない下位７１％の国民の階層は，貧

困層に加えて基底層の大半に及ぶことになる。これらの階層こそ，民営化をつうじて生産手段の

所有から締め出された無産のプロレタリアート以外の何者でもない。社会の二極分化の進展がそ

こに見られる 。

　２　賃労働者階級の形成と資本による統括

　ハウチャー段階におけるインサイター・ モテルの出現については上述のとおりだが，その後の

株式保有構成の変動は本質的な意味を持つ一定の傾向を示している 。Ｍ．アファナシェフらの上

記の調査では，１９９６年の株式保有率は労働者４３％，企業経営幹部１２％，集団信託３％，国家９％ ，

外部の個人８％，投資フォンド５％，納入者 ・購買者３％，持株会社３％，銀行２％，外国投資

家２％，その他１０％に変り ，インサイダー が６７％から５８％に減少する反面，アウトサイダーは

１３％から３３％へと飛躍的に増加した。国家の比重は全体的には著しく低下したが，エネルギーな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２）
ど基幹部門では依然として高い（燃料２４ ．Ｏ％，電力２４ ．６％，化学 ・石油化学！５ ．９％）。 また，Ｓ．アウク

ツイオーネクらの調査によると ，９５年と９７年とでは，それぞれインサイダー５７．２％（労働者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８９）
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４７ ・９％，経営者９．３％）と５３ ．９％（労働者４０ ．２％，経営者１２ ．８％），アウトサイダー３１ ．６％と４０ ．３％ ，

国家１０．５％と６ ．０％，その他０．７％と０ ．７％，となり ，引続きインサイダーが減少しアウトサイダ

ーが大幅に増加している。またインサイダーが持株で支配的である企業は，９５年と９７年とでは

６５％（労働者６０％，経営者５％）から５１％（労働者４４％，経営者７％）へと減少したのにたいして ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３）
アウトサイダーが支配的な企業は３１％から４８％まで増加して，両者の差はほとんどなくなった 。

　このように，株式保有の変動の結果インサイター とりわけ労働者の保有率は目立って減少し
，

インサイダーとアウトサイダーそれぞれが持株で支配的な企業の数がほぼ拮抗してきているわけ

であるが，企業経営においては，大抵のばあい形式的所有者の如何にかかわりなく経営者の支配

が強まってきている。所有と支配の分離が進み始めていると言ってよい。市場経済化の進展につ

れて経営者が大きな行動の自由を手にするなかで，経営者層独自の利害が固まってきたためであ

る。 こうして，労働集団所有の要素は，全体としては経営支配の実体をともなわない形式的な存

在に止まっているのが現状である。とはいえ，Ｍ．アファナシェフらが指摘しているように，経

営者ないし企業経営当局がアウトサイダーにたいして経営支配権を守っていくためには，労働集

団の側からの支持を必要とするし，それには，経営者と労働者それぞれの利害の分化を踏まえな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４）
がらも ，インサイター内部のまとまりをはかることが不可欠となっている。一部の外部投資家が

経営に口を挟むにたるだけの持株を手にするに至ったという状況のもとでは，余計にそうであろ

う。

　以上で明らかなように，労働集団所有の要素の存在にはかかわりなく ，労働者は基本的に企業

経営から排除されている。また，体制転換にともなう労働者の貧困化と失業の広がりは先に見た

とおりで，労働者は自分の労働力をその本来の価値に到底見合わない対価と交換する以外に生存

の道を見出しえない。こうした生産手段所有における労働者の実質的地位および労働と生活の実

態を踏まえるとき，ロシアにおける体制転換のもとでの資本 ・賃労働関係の形成と資本による労

働者の包摂は，集団所有の要素の存在からして実質的には全面的とは言えないにせよ形式的には

一応完了して，労働者は基本的に賃労働者階級に転化したと言えよう 。

　こうして，体制転換のもとでの資本の本源的蓄積ないし初期的形成の進展にともない，杜会的

にも企業内でも階層分化が大きく進んだし，労働者は生産手段所有から基本的に疎外されている 。

その反面，資本と労働の相互関係は，過去のロシア社会，そしてまたソ連時代から受け継いだ独

特の温情主義的コーポラティズムを特徴としている。ソ連時代の集権的な経済管理制度のもとで

は， 企業長ら企業管理部は上位国家機関や地方機関にたいする企業および労働集団の利益の伝

達・ 擁護者として行動した。また企業長単独責任制のもと ，労働集団は企業と一体化した共同体

をなし，集団の利害と企業の利害とは事実上一体であっ た。 体制転換のもとにあっては，企業の

市場的連関の安定性の保証者 ・担い手としての機能が経営者の行動の前面に出てきているとはい

え， なおかつ経営側の温情主義は，企業の社会 ・経済的地位の基盤をなす労働潜在力の保持，ま

たそのための企業内社会資本インフラストラクチュアの確保，などに現れている。他方でそれは ，

体制転換をつうじて明日への保障を失った労働者が生き残りの術を企業に求めようとする姿勢に

よって支えられている 。Ｂ．カガルリッキイ流に言うなら，「ロシアの労働集団は農民共同体の独
　　　　　　　　　　　　　　　５５）
特の工業的変種となった」のである 。

　１９９５年秋から９６年春にかけて，科学アカテミーおよび労働省の雇用問題研究所がフランスの研

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９０）



　　　　　　　　　　 ロシアにおける体制転換と資本 ・賃労働関係の形成（小野）　　　　　　　　　　 ４３

究所と共同で実施した調査によれは，この占で住居が重要な位置をしめており ，企業の１６％以上

が協同組合方式で従業員住宅の建設を進めているほか，３２％が個人住宅の建設や購入に補助金を

支給している。また大多数の企業では，ふつう賃金の１０％以内に止まるが，出生補助金 ・多子家

庭補助金 ・老齢年金なとへの追加支給，医薬晶購入費の支給，食費補助金の支給，食料 ・消費財

の割安販売，その他が実施されているほか，ソ連時代に企業の管理下にあ った社会的インフラス

トラクチュア，すなわち食堂 ・店舗 ・幼稚園 ・寄宿舎 ・住宅 ・診療所 ・子供の夏期キャンプ ・休

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６）息施設 ・サナトリウムなどが地域機関に移管されず，企業が保持しているばあいが少なくない 。

こうした施策のための企業の支出はかなりのもので，ある調査によれば，９３～９４年の企業投資に

しめる不生産投資の比重はほぼ３分の１ ，９４年８月の企業の杜会資本施設の従業員は全体の１２％
　　　　５７）
にのぼった 。

　体制転換にともなう長期大不況は大量失業の常態化を招いたが，同時にそれが必ずしも全面的

な大量解雇にただちにはつながらず，多くの企業が不完全就業の形で過剰雇用を抱えこみ，他方

で賃金の現物支給や未払いが広がっていることについては，先に見たとおりである 。Ｍ．アファ

ナシェフらが指摘するように，賃金を支給しないことを条件に従業員を解雇しない，という経営
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８）
側と労働集団側との暗黙の了解と言えそうである。企業内共同体的で温情主義的な現代ロシア特

有のコーポラティズムがそこにはある。しかしながら，資本主義化が大きく進展をとげた現状に

あって，体制転換大不況からの立ち直りはリストラを前提としており ，経営者と労働者との利害

の分化の一層の進展が避けられないとするなら，資本による労働者の統括において，温情主義的

コーポラティズムがそのままの形で有効に機能し続けうるとは考えにくい。体制転換の初期に大

統領令で提起された「社会的パートナーシッ プ」や国家 ・企業 ・労働組合の三者協議会構想も ，

有効に機能しないまま今日に至っている。こうした現状に体制転換の一つの危機を見ることがで

きる。利害の分化を則提に状況をどのように打破していくかが問われているのである 。

Ｖ． 資本 ・労働の対抗と労働者階級の運動一結びに代えて一

　上述のような温情主義的コーポラティズムに支えられた資本による労働の統括とは裏腹に，資

本主義化の進展につれて資本と労働の対抗もまた激化してきている。体制転換にともなう労働 ・

生活基盤の破壊は，労働者 ・国民の不満の蟹積と抗議の広がりを呼はずにはいなかったのである 。

労働者ストライキの展開状況をとっ てみると ，ｒショック療法」の発動が国民生活を直撃した

１９９２年には，６ ，２７３の企業 ・組織でストライキがおこなわれ，３５万７６００人が参加した。９３年と９４

年には沈静化したものの，賃金が大幅に低下した９５年にはストライキの波が再び広がり ，件数

８， ８５６，参加者数４８万９４００人に達した。その後も ，９６年の件数８ ，２７８，参加者６６万３９００人，９７年の

件数１７ ，Ｏ０７，参加者８８万７３００人，９８年の件数１１ ，１６２，参加者５３万８００人と ，全体として９５年をか

　　　　　　　　　　　　５９）
なり上回る勢いを見せている 。

　また１９９８年８月金融危機が労働と生活にあらたな打撃を加えるにおよんで，労働者 ・国民の抗

議の広がりを背景に，同年１０月７日にはロシア独立労働組合連合やロシア連邦共産党などの呼び

かけで，エリッィン政権にたいする全国抗議行動が繰り広げられ，翌１０月８日付け新聞『赤旗』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９１）
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によれば，ストライキや屋内外の集会やデモ行進に主催者発表で１千万人以上が参加した。参加

者数はかなり割引いて受取る必要があるかもしれないが，いずれにしても当日の行動は近年初め

ての全国的規模の政治的行動で，長期の深刻な経済危機が社会危機の激化をともなっており ，エ

リツィン大統領にたいする国民の信頼がほぼ完全に失われたことを示したと言えよう 。

　こうした不満と抗議の声の増大にかかわって，ある世論調査によると ，ロシアが社会心理的

ｒ爆発点」に近づいているとする回答は，１９９４年の５２％から９６年１０月には５６％に増加しているが ，

その一方で，抗議行動に参加すると答えた者は２０％に過ぎず，さらに武器をとる用意がある９％ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　６０）
暴動も辞さない４％，なととなっている。９７年３月末の全国ストライキが前年の大統領選挙以後

の情勢に影響を与えることなく終った時点で，いみじくもＢ．カガルリツキイは，「現在のロシア
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１）
には革命的情勢のすべての標識があるやに見えるが，革命の脅威はない」と述べたが，状況は今

も変らないように思われる 。

　このように，労働と生活の危機に陥れられて久しいロシアの労働者 ・国民は忍耐の限界に来て

はいるが，その大半は現在の生活を何とか守るのに精　杯で，ひたすら困苦と窮乏に耐え続けて

いるわけである。この点に関して，一つには，温情主義的コーポラティズムの濃い影をそこに見

ないわけにはいかない。ロシア産業家 ・企業家連盟のウォリスキイ会長によれば，上記９８年１０月

の全国行動のさい，いくつかの連盟地方支部は労働者のストライキ委員会と同様の政治的 ・経済

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２）
的要求を掲げて参加を呼びかけたし，企業長がストライキ委員会に加わるという例も見られた 。

企業生き残りのための経営側と組合側の共同行動にほかならない。温情主義的コーポラティズム

のもと ，資本と労働の対抗が経営側と労働組合の対政府共同闘争に覆い隠された感が強い 。

　いま一つ，Ｒ．メドヴェーヂェフが述べているように，現状でのロシア国民の政治的消極性に

は一連の原因がある。そのような要因として，２０世紀のロシアで何度となく激動と大事件に見舞

われてきた国民の歴史的疲労，体制転換のもとでの生活の重荷から来る疲労感，歴史の記憶が残

した無政府 ・無権力状態にたいする恐怖感などに加えて，現状ではロシアの社会意識はいくつに

も分裂しており ，社会のアトム化と精神的衰微の過程が一定の理念を軸に国民が結束していく過
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３）
程よりも急速に進んでいることが，指摘されよう 。

　体制転換をつうじて形成されるに至った労働者階級が，資本による労働の統括が進むなかで ，

自己の利益を擁護しつつ以上のような状況を変えていくには，労働者の利益と要求にもとづく民

主的な労働組合と，その階級的な独立性の確立が求められていると言わねばならない。エリツィ

ン時代が終ったこと ，これに代わりうる時代の始まりを画すような路線転換が求められているこ

と， については先に述べた。今年１２月の下院選挙およぴ明年６月に予定される大統領選挙を控え

て， ロシアは大きな岐路に立たされているわけであるが，労働者 ・国民の利益と権利を守ってい

くうえで，労働者階級の運動もまた岐路に立っているのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［注１
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